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1）　1952 年～ 1967 年には住民登録制度が実施されていたが，1967 年からは住民基本
台帳制度が実施されている。登録外国人については 1947 年施行の外国人登録令

















6）　外国人の住民登録制度は，2009 年 7 月 15 日に公布され 3 年以内に施行される「住






































まず静態統計のうち国勢調査に基づくデータは，5 年周期の 10 月 1 日現
静態





























































































3）　都道府県についての年齢別推計は 10 月 1 日分だけ。


































齢別データを原資料として全国について毎月 1 日現在の 5 歳階級別の推計人





















埼玉 報告 統計課 1979 年 年 1 月 1 日 合算 町丁字 各歳
千葉 報告 統計課 1989 年 年 4 月 1 日 合算3） 町丁字 各歳
東京 報告 統計課 1995 年4）月・年 各月 1 日 除外 区市町村 各歳 月次は年齢別なし
奈良 報告 統計課 1990 年 年 10 月1日 合算 市町村 5 歳階級




4）区部・市部・町村部別の年齢 3 区分別人口は 1957 年分から収録。
表 2-2　都道府県がサイト上で公表している年齢別住民数静態統計 1）













齢区分は各歳別が 3 都県（東京都・埼玉県・千葉県），5 歳階級が奈良県，3















どが法務省と同一の 12 月末であるが，3 月末にも集計している県（神奈川県）





























—  45  —
地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）
限定し，両者に基づく年齢別推計人口データは除外する。
表 2-3 は，2009 年 10 月現在のサイト上の公表状況を市・区の人口規模別
に示したものである。全国の約 810 の市・区のうち 550 に近い市・区が年齢
別人口データをサイト上で公表している。必要経費などの負担力が一般に大
きいと考えられる人口規模が大きい都市ほど公表している比率が高く，人口









政令指定都市では約 3 分の 2 と最も高く，次いで政令指定都市以外の県庁所






























20 75 191 140 38 27 21 15 18 545
収録率
（B／A） 33% 39% 72% 89% 90% 90% 100% 100% 100% 68%
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）
2）2007 年 12 月～ 2009 年 10 月において市・区総数 806（市は 783、東京の特別区は
23）に変動はない。
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地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）
とほぼ同じ水準であるが，東京都の市，3 大都市圏内のその他の都市，3 大




































総市・区数 5）（A） 788 472 316 144 102 70 32 26 23 18 806
収録市・区数計（B）527 268 259 125 78 56 24 25 23 18 545




～ 1995 年 20 9 11 9 1 1 1 2 1 6 26
1996 年～ 2000 年 47 22 25 13 8 4 7 1 4 5 52
2001 年～ 2003 年 94 39 55 26 22 7 9 2 9 2 96
2004 年～ 2005 年 114 51 63 29 21 13 3 11 5 2 116
2006 年～ 2007 年 93 48 45 16 16 13 3 2 2 1 94
2008 年～ 2009 年 50 24 26 14 3 9 1 5 1 0 50





5）2007 年 12 月～ 2009 年 10 月において市・区総数 806（市は 783，東京の特別区は
23）に変動はない。
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地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）








全体の約 3 分の 2 の市・区は「住民基本台帳人口のみの集計」だけを公表
している。次いで「住民基本台帳人口」・「外国人登録人口」を合算した集計





























総市・区数 61 194 267 158 42 30 21 15 18 806
収録市・区総数 20 75 191 140 38 27 21 15 18 545
～1995 年 2 3 5 4 1 1 4 0 6 26
1996 年～2000 年 1 2 14 18 5 0 2 5 5 52
2001 年～2003 年 1 8 31 25 5 11 8 5 2 96
2004 年～2005 年 5 14 44 30 12 4 4 1 2 116
2006 年～2007 年 5 14 35 26 5 6 1 1 1 94
2008 年～2009 年 1 6 20 11 3 5 2 2 0 50
最新分のみ収録 5 28 42 26 7 0 0 1 2 111
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）




























収録市・区総数 20 75 191 140 38 27 21 15 18 545
「住基」のみ 16 51 115 88 25 15 15 15 8 350
「全人口」のみ 1 15 50 36 11 12 3 0 7 135
「住基」・「外登」・
「全人口」の 3 種類 0 3 9 8 0 0 3 0 1 24
「住基」・「全人口」
の 2 種類 0 0 4 3 0 0 0 0 0 7
「住基」・「外登」
の 2 種類 0 0 3 2 1 0 0 0 2 6






















収録市・区総数 268 259 125 78 56 24 25 23 18 545
「住基」のみ 199 143 90 34 17 18 20 23 8 350
「全人口」のみ 37 91 21 37 33 5 2 0 7 135
「住基」・「外登」・
「全人口」の 3 種類 9 14 8 3 3 0 1 0 1 24
「住基」・「全人口」
の 2 種類 4 3 4 1 0 0 2 0 0 7
「住基」・「外登」
の 2 種類 0 4 0 2 2 0 0 0 2 6
不明 19 4 2 1 1 1 0 0 0 23











たものである。年齢各歳別の集計表が約 7 割を占め，次いで 5 歳階級別の集
























収録市・区数計 20 75 191 140 38 27 21 15 18 545
各歳 10 31 128 106 29 23 17 13 14 371
5 歳階級 5 30 41 27 8 3 3 1 4 122
10 歳階級 1 2 3 1 0 0 0 0 0 7
3 区分 2） 2 6 13 4 0 0 0 1 0 26
65歳以上だけを別掲 0 3 4 0 0 0 0 0 0 7























収録市・区数計 268 259 125 78 56 24 25 23 18 545
各歳 164 193 104 52 37 14 23 22 14 371
5 歳階級 68 50 15 20 15 8 2 1 4 122
10 歳階級 5 2 0 1 1 0 0 0 0 7
3 区分 2） 16 10 6 1 3 1 0 0 0 26
65歳以上だけを別掲 6 1 0 1 0 0 0 0 0 7
その他 3） 9 3 0 3 0 1 0 0 0 12
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）
2）15 歳と 65 歳で区分。
































供している 250 市・区のうち「100 ～ 499」の区分の場合（約 80）が最も多く，
これに「50 ～ 99」（約 40）が次ぐ。一般に人口規模が大きい都市ほど市域
が広く，町丁数も多いので区分数が多くなっている28）。



























総数 20 76 191 140 38 27 21 15 18 545
なし 17 58 116 72 11 11 5 5 0 295
旧市・区 0 0 2 2 0 0 0 0 0 3
大字 0 0 1 0 1 0 0 0 0 2
町丁 1 5 33 40 18 9 13 8 14 141
あり
（種類）
地区 1 12 27 17 8 6 2 2 0 75
公民館 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
校区 0 1 2 4 0 1 1 0 1 10
行政区 1 0 6 1 0 0 0 0 3 11
支所 0 0 1 2 0 0 0 0 0 3
自治会 0 0 3 1 0 0 0 0 0 4






















2 ～ 4 0 1 3 3 0 0 0 0 0 7
5 ～ 9 1 7 16 6 1 0 1 0 0 32
10 ～ 19 1 3 9 5 3 1 0 1 2 25
20 ～ 29 0 1 6 11 2 2 0 0 1 23
30 ～ 49 0 0 8 3 1 3 0 1 0 16
50 ～ 99 0 4 17 21 3 0 2 0 0 47
100 ～ 499 1 2 15 17 15 9 9 5 3 76
500 ～ 999 0 0 0 1 2 0 3 3 5 14
1000 以上 0 0 0 1 0 1 1 0 7 10
総数 3 18 74 68 27 16 16 10 18 250
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）




合は，人口 30 万人未満の市・区ではかなり多いが，人口 30 万人以上の市・
区ではごく少ない。また，月次・3 か月という短い周期のものは全体の半数






表 2-10 に公表周期を都市の所在地域別に示した。月次・3 か月という短


























月 1 10 25 16 3 0 0 1 2 58
3 か月 1 0 2 0 0 0 0 0 0 4
半年 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2
年 4 19 15 10 4 0 0 0 0 52
小計 6 29 43 27 7 0 0 1 2 116
過去分
も収録
月 6 23 70 67 14 12 12 4 5 212
3 か月 0 1 5 9 8 4 4 4 3 38
年 3 回 0 0 2 1 0 1 0 1 0 5
半年 0 0 12 11 5 3 2 2 5 39
年2回2） 0 1 1 1 0 0 0 0 0 3
年 7 21 58 24 4 7 3 3 3 131
中断 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
小計 14 46 148 113 31 27 21 14 16 429
収録市・区総数 20 75 191 140 38 27 21 15 18 545
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）
2）半年周期を除く。12 月末と 3 月末，8 月末と 3 月末など。
































収録市・区数計 527 268 259 125 78 56 24 25 23 545
??????? 月 56 35 21 10 6 5 0 0 1 58
3 か月 4 3 1 0 1 0 0 0 0 4
半年 2 2 0 0 0 0 0 2 0 2
年 52 36 16 9 1 6 0 2 0 52
小計 114 76 38 19 8 11 0 4 1 116
??????
月 207 106 101 49 34 18 13 10 10 212
3 か月 35 9 26 14 8 4 2 2 4 38
年3回 5 0 5 2 1 2 0 0 2 5
半年 34 18 16 4 8 4 4 0 0 39
年2回 3 2 1 1 0 0 0 1 0 3
年 128 57 71 35 19 17 5 8 6 131
中断 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1









さて，すべての市区町村は，総務省自治行政局提出用に 3 月 31 日現在の
住民基本台帳によるデータを毎年集計している。したがって，3 月 31 日以
外を基準日とする集計を公表している市区町村は独自の追加的な作業を行っ













は年度の期末・期首にあたる 3 月 31 日または 4 月 1 日が必ず含まれている。
次いで第 2 位は「12 月 31 日・1 月 1 日」であり，全体の 3 分の 1 弱（47 市・
区）を占めている。「12 月 31 日・1 月 1 日」は，都県が市区町村に住民基本
台帳人口の報告を（総務省への提出データの 3 月 31 日とは異なる 1 月 1 日
を基準日として）求めている東京都・埼玉県所在の都市において多い。この




—  55  —
地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）
のいずれでもない「9 月 30 日・10 月 1 日」であり，全体の約 4 分の 1（43 市・
区）を占めている。「9 月 30 日・10 月 1 日」時点のデータは，すでに述べた
ように 10 月 1 日現在の把握である国勢調査結果との接続が容易である。こ



























3 月 31 日 5 15 20 1 2 1 0 1 1 46 
4 月 1 日 2 11 17 8 2 1 1 0 0 42 
9 月 30 日 1 2 6 2 0 2 0 0 1 14 
10 月 1 日 3 5 11 7 2 0 0 0 1 29 
12 月 31 日 0 1 4 7 0 0 1 0 0 13 
1 月 1 日 0 6 12 8 2 3 1 2 0 34 
その他 2） 0 1 3 0 0 0 0 0 0 4 





















3 月 31 日 45 29 16 3 7 6 2 0 0 46 
4 月 1 日 42 23 19 8 0 11 1 0 0 42 
9 月 30 日 13 5 8 2 6 0 0 0 0 14 
10 月 1 日 28 16 12 3 5 4 1 0 0 29 
12 月 31 日 13 9 4 2 2 0 1 0 0 13 
1 月 1 日 34 7 27 26 0 1 0 10 6 34 
その他 2） 4 3 1 0 0 1 0 0 0 4 
市・区総数 179 92 87 44 20 23 5 10 6 182
1）2009 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。国土地理協会（2009）
2）5 月 1 日 1 市，6 月 30 日 1 市，12 月 1 日 2 市。














3）　自治省行政局（1968 ～ 1979）自治省行政局（1980 ～ 1993）自治省行政局（1994
～ 1998）市町村自治研究会（1999 ～ 2001）国土地理協会（2002 ～ 2009）
4）　日本国籍のものでも戸籍法の適用を受けない者は含まれていない。














12）　このほか福島県では 2005 年 9 月分まで，岡山県では 2008 年 2 月分まで公表し
ていた。
13）　法務省入国管理局（2004）












20 代では 8 割程度であるのに対して，40 代以上では 9 割以上に達している。また，
この比率は大都市所在都道府県では全国の水準よりも低くなっている。総務省
統計局（2009）







22）　2008 年 12 月末現在の登録外国人人口の総人口（同年 10 月 1 日現在）に対する






は 6 歳以下だけを各歳に細分している。また，沖縄県那覇市では 15 歳・65 歳で
の区分のほかに 60 歳以上だけを 5 歳階級に細分しており，秋田県にかほ市では
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地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）
29）　愛知県は，年齢別推計人口の公表を 2009 年から前年までの年 2 回から年 4 回に
増やす予定である。愛知県県民生活部統計課（2009）






















高率の場合が少なくない。名古屋市中区では総人口の 6.7％（2009 年 7 月現在），
—  59  —
地域別年齢別住民数データのインターネットによる最近の公表状況について（山田）
大阪市浪速区では同 4.9％（2008 年 10 月現在）に達している。名古屋市（2009）
大阪市（2009）
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